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〈人間系教育学域FD委員会報告〉
教育学関連FD活動報告
鮒属図書館リポジトリ説明会
日時:2013年6月12日(水)
13: 30~ 13 :45 
会 場:教育学域大会議室(人閥系学系棟B532)
第 1回授業力・研究力アップ研究会
1.開催概要
日時:2013年7月24日(水)
13:00~ 15:00 
会 場:教育学域大会議室(人間系学系棟B532)
発表者および発表テーマ:
藤井穂高教授「フランスの初等教育改革J
藤田晃之教授「キャリア教育推進施策の現状と
課題j
2.発表内容
〈発表 1>藤井穂高「フランスの初等教育改革j
はじめに
報告者は，フランスの初等教育制度を主に研
究してきたので，フランスの制度の特徴やわが
留から見ても示唆的と思われることをいくつか
紹介したい。
1 フランスの公教育
(1)義務教育監督強化法(1998年)
わが国の就学義務告uに対して，フランスは教
育義務制であり， 1教育の自由Jの祖国とも言わ
れているが， 1998年に成立したフランスの新し
い義務教育制度は、家庭で義務教育を施そうとす
るものに対して、教育行政上の国の代理である大
学区視学官が、各家庭において、国の定める基準
に従って，学校教育に相当する教育が行なわれ
ているか否かを監督し 監督結果によっては拘
禁刑をもって罰するというものである。その立
法者意患は， 1子どもの自律，その人格の開花，
外の世界への開放性を促すためには，共和国の
学校を特別なものと考えるべきである。それの
みがセクトの蒙味主義に直面しても啓蒙の精神
を伝えることができるのである。jというもの
で，強烈!な共和主義思想、に基づいていることが
よくわかる。
(2)非宗教性原則適用法=1スカーフ禁止法J
(2004年)
フランスは，非宗教性(laicite) を共和国の
憲法原則に掲げており，厳格な政教分離国家の
代表である。この法律は， 1スカーフ禁止法Jと
してよく知られているものであるが，公立初等
及び中等教育機関において，生徒による「宗教
的帰属を目立つように表明する標章及び服装の
着用Jを禁止したものである。その立法者意思
を見ると，日都市部における少女たちの状況は
真の惨事であるJ こう述べて，ある団体の指導
者は，社会的状況の悪化の最初の犠牲者が女性
であることを明るみに出した。ある別の少女は，
脅迫の対象となることを恐れて非公開とした聴
聞において，状況を次のようにまとめた。 r共和
国はもはやその子どもたちを守っていないjと0
・…女性の基本的権利は，今日，わが国で、は，
日々踏みにじられている。こうした状況は受け
入れがたい。jと書かれており，その是非は措く
として，やはり共和屈が市民の自由を守るとい
う姿勢が教育においても貴かれている。
2 フランスの初等教育改革
(1) 1989年教育基本法(ジョスパン法)による
改革
わが国の初等教育は「安定jして久しいとさ
れるが，フランスでは，初等教育は f教育改革
の主役jとしてしばしば登場することがある。
ジョスパン法は， 1留は，今後10年間におい
て，同一年齢層のすべての者が，少なくとも職
業適格証または職業教育免状の水準に，かつ向
一年齢層の80%の者がバカロレア水準に到達
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することJを目標として定めており，この呂標
とのおJ1尤から「問題Jの根本としての初等教育
という認識が導かれた。同法の審議過程を見る
と， 1-問題の根本は初等学校にある。学業失敗が
作られるのは初等学校においてであり，コレー
ジュはその結果がはっきりと確認されるだけで
あるjとして次の点が指t高されている。
第 1に， I学校の全く相対的な民主的性格j。
たとえば，小学校を標準年設で卒業する者の割
合は，殺がバカロレア取得の上級管理職の場合
には 9割をj担えるのに対し 親が初等教育卒で
農業賃金労働者の場合には 6割にとどまるなど，
親の社会的・文化的水準に応じて異なる。しか
も，小学校での再落第率は，小学校第 l学年で
の落第者とそれ以外の落第者では4割もの差が
生じる。第2に， I教育水準の違いに基づく就職
の機会の不平等j。落第を繰り返し，無資格のま
ま離学する者の失業率はバカロレア取得者の2，
3倍に達する。
初等教育の「問題jは，小学校第 l学年での
落第から無資格による離学を経て失業にまで至
る，いわゆる f学業失敗jの連鎖という「問題j
に統合される。そして こうした初等及び中等
教育段階での「問題jの連続性の認識から，改
革においても，中等段階での呂標実現に向けて，
その根幹をなす初等教育段階での問題解決が告
指される。具体的には， I子どもの平等と学校で
の成功を保障するために，教育は，各学習期内
および修学期間全体を通じて，教育的連続性に
より，子どもの多様性に適合する。J(4条)と
して学習期ilUが導入された。また，落第の抑制，
小学校入学年齢の柔軟化，教授学習組織の弾力
的編成，授業時間編成の多様化，教員チームの
編成等の施策も改革の一環として導入された。
(2) 2005年学校基本計画法(ブイヨン法)によ
る改革
一方， 2005年には，ブイヨン法により，義務
教育段階に「矢口議技能の共通基礎Jが導入され
た。わが国の「義務教育の構造改革Jの立ち消
えとは対照的である。その条文は「義務教育は，
修学を成功裏に達成し，教育を継続し，個人及
び職業に関わる将来を構築し，社会生活に成功
するために習得が不可欠な知識技能全体からな
る知識技能の共通基礎の獲得に必要な手段を，
児童生徒に最低限保障しなければならないjと
いうものである。
その付帯報告書によると， I義務教育は，児童
生徒一人ひとりに，不可欠な知識技能の共通基
礎の獲得を保障する。……学校の要求を最小限
の共通知識へと縮減することが重要なのではな
く，すべての者に役立つ結果の義務 (obligation
de resultats) を確立して，一人ひとりが自らの
才能を伸ばし，個人及び職業に関わる目標を達
成できるようにすることが重要である。Jとあ
り，共通基礎が「公正jの原理の観点から求め
られること， しかも，無資格による離学の妨止
と高等教育への進学者の増加の両面で共通基礎
が必要とされること，そのために学校に「結果
の義務jを負わせるなどの趣旨を読み取ること
カfできる。
当初の法案は「義務教育は，次に掲げる不可
欠な知識技能の全体の児童生徒による獲得を最
低限保樟しなければならないjというものであ
ったが，法案の審議過程の最終段階で，保障の
内容が児童生徒の習得自体からそのための手段
に修正されたものである。こうした点は，たと
えばアメリカの NCLB法の規定と比較検討の対
象となろう。
(3)教育高等審議会報告書「初等学校J(2007年)
2007年には，大統領宣属の教育高等審議会か
ら初等学校に関する報告書が出された。その内
容はなかなか衝撃的なものであった。
初等学校の修了の時点で，見輩の学習成果は
非常に対照的である。すなわち， 60%の児童は
まあまあの，又は，満足できる結果を得ており，
25%の者は成績が低く， 15%の者は重大な，又
は，非常に重大な困難に直面している。一方，
2007年に発表された最新のパネル調査の結果に
よると，同じ年度にコレージ、ユに入学し中等教
育を出た者にも，同様の3種のグループが認め
られる。 64%は普通，技術又は職業バカロレア
を取得し， 20%が CAP'BEP水準の資格又は
リセの最終学年に進学しており， 16%は無資格
で教育制度から去っている。このように，中等
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教育の修了時点に至るまで，進路指導は，非常
に広く，小学校で、決定された児童の階層的な割
当を承認している。
公式文書にもかかわらず，学習期の編成は，
一般に見かけ倒しのままである。そして，大多
数の家庭はその存在を意識していない。すなわ
ち，学習期ごとではなく年ごとに進度を考え，
同じ学習期の異なる学年の担当教員間での調整
もなく，学年間の学習の連続性もないままであ
る。最も大きな断絶は，小学校への入学時にあ
る。すなわち，保育学校の年長組の教員が，そ
の義務が課せられているにもかかわらず，基礎
学習期(年長組，小学校第 1学年，第2学年)
の教員会議に参加することはまれである。保育
学校と小学校第 1学年の間の溝は初等学校の最
も重大は不十分さの一つである。
こうした告発は，フランスの学校はこの20年
近く何をやっていたのかと向い藍すとともに，
制度改革の困難を如実に物語るものである。
おわりに
フランスの初等教育 公教育に関心のある方
は，報告者の次の論文を参照されたい。
フランスの義務教育改革をめぐる論点，比較教
育学研究(日本比較教育学会編入第41号，
3-17， 2010 
フランスにおける義務教育の「共通基礎jの制
定，フランス教育学会紀要，第21号， 65-78， 
2009 
初等教育，フランス教育の伝統と革新(フラン
ス教育学会編)， 91 99， 2009 
フランスにおける保育学校の就学保障規定，保
育学研究(日本保育学会編入第46巻第2号，
153-162， 2008 
フランス公教育における非宗教性原別の問題構
成-2004年非宗教性原則適用法の分析を中心
に一，教育制度学研究(日本教育制度学会編入
第12号， 167 -181， 2005 
フランスにおける義務教育の開題構成-1998年
の義務教育法改正を素材として一，比較教育
学研究(日本比較教育学会編入第27号， 159-
177. 2001 
〈発表2)藤田晃之「キャリア教育推進施策の現
状と課題j
本報告では，発表者のこれまでの研究活動の
概Hl告を紹介した上で，①2008(平成8)年4月か
ら2013(平成25)年3月まで，文部科学省国立教
育政策研究所におけるキャリア教育担当総括研
究官，及び，同省初等中等教育局におけるキャ
リア教育担当調査官として携わってきたキャリ
ア教育推進施策の動向を整理し，②2012年10月
~11月に実施した最新の全国調査の結果を基に，
キャリア教育の今後の主要課題について発表し
た。ここでは，上記「①JI②jについて発表の
概要を記す。
1. キャリア教育推進施策の動向
平成11(1999)年，中央教育審議会が「初等中
等教育と高等教育との接続の改善について(答
申)Jにおいて， I学校と社会及び学校間の円滑
な接続を図るためのキャリア教育(中略)を小
学校段階から発達段階に応じて実施する必要が
あるjと提唱したことは，今日の日本において
キャリア教育推進施策が展開する大きな契機と
なった。
しかしそこでは，新規学卒者のフリータ一志
向，進学も就職もしていない高等学校卒業者の
増加，新規学卒者の就職後3年以内の離職率の
高止まりなどの「問題Jが指捕され，それらへ
の緊急対応策として，キャリア教育が提唱され
たといえる。このことは，いわゆる「進学校j
と見なされる高等学校普通科におけるキャリア
教育への無関心(ヱエ「ほとんどの卒業生が四年
制大学に進学する本校ではキャリア教育は不必
要Jとの認識)や，小学校におけるキャリア教
育の不活性化(=Iフリータ一対策を小学校か
ら実施するのは早すぎるj等の認識に基づく未
着手)という予期せぬ結果を招いた。
その後， 2003(平成15)年には，文部科学大
臣・厚生労働大臣・経済産業大臣・経済財政政
策担当大臣によって構成される「若者自立・挑
戦戦略会議jが，当時の若年者雇用の現状が
「中長期的な競争力・生産性の低下といった経済
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基盤の崩壊Ji不安定就労の増大や生活基盤の欠
如による所得格差の拡大Ji社会保障システムの
脆弱化jなどの「深刻な社会問題を惹起しかね
ないjと述べ，教育・雇用・産業政策の連携を
前提とした「若者自立・挑戦プラン」を策定し，
具体的施策の柱のーっとしてキャリア教育を位
置づけた。そして2005(平成17)年，文部科学省、
は当該プランに基づく中核施策として「中学校
を中心とする 5日間以上の職場体験活動の推進j
を打ち出した。これにより 上述の f予期せぬ
結果jに加え，キャリア教育を中学校における
職場体験活動と同一視する誤った認識が，同省
の意図に反して助長されることとなったといえ
る。
このような状況の是正のための動きが具体化
したのは， 2008 (平成20)年の中央教育審議会答
申に基づく新学習指導要領，及び，同年に閤議
決定された第l期教育振興基本計画.l-.)、昨のことで
ある。今日のキャリア教育は 「非正規雇用者が
増加するといった雇用環境の変化や f大学全入
時代jが到来する中，子どもたちが将来に不安
を感じたり，学校での学習に自分の将来との関
係で意義が見出せずに，学習意欲が低下し，学
習習潰が確立しないといった状況Jの改善を目
指し， i社会的・職業的に自立し，社会の中で自
分の役割を果たしながら 自分らしい生き方を
実現するための力Jを育む教育活動として位置
づけられる。 2013(平成25)年に閣議決定された
第2期教育振興基本計画が示したキャリア教育推
進施策は， i特に，高等学校普通科におけるキャ
リア教育を推進するJとの前提の下で， i子ど
も-若者の発達の段階に応じて学校の教育活動
全体を通じた指導をすすめるとともに， (中略)
職場体験活動・インターンシップ等の体験活動
や外部人材の活用など地域-社会や産業界等と
連携-協力した取組を推進するjことを中核に
据えている。
2.今後のキャリア教育推進上の主要課題
2012 (平成24) 年10~1l月に国立教育政策研究
所は， 7年ぶりとなる全国調査「キャリア教
育・進路指導に関する総合的実態調査jを実施
した。本調査は，全国の公立小・中学校(約
5%抽出)・公立高等学校(約20%抽出)の校
長 (2，500名)の他，調査対象校の最終学年の学
級・ホームルーム担任教師(小中高各2名無作
為抽出， 5，000名人向学年の児童・生徒(調査
対象校から小中高各2校・ 1クラス無作為抽出，
約16，000名)，その保護者，過年度卒業生(中高
のみ実施。生徒調査対象校の過年度卒業者20名
をそれぞれ無作為抽出，約5，000名)を対象とし
たものである。以下，本調査によって明らかと
なったキャリア教育推進上の主要課題を抽出し
て示す。
①小・中学校での推進体制づくり
約8割の小学校，ほぼすべての中・高等学校
にキャリア教育担当者が配置されているが，小
学校においては当該担当者 1名のみでキャリア
教育を推進しているケースが4割を超え，組織
化の立ち遅れが目立った。また，約4割の中学校
における担当者は在任 l年目であることが明ら
かとなり，毎年度担当者が交代しているケース
が少なくないことが示唆された。
②指導計画の充実
大半の学校でキャリア教育の全体計画・年間
指導計画が作成されているが，その充実度が低
い学校では， iキャリア教育を通して生徒(児
童)の学習意欲が向上したjと捉える校長の割
合も有意に低いことが示された。また，取組の
改善につながる評価の計画を組み入れている学
校が少数にとどまっていることが明らかとなり，
PDCAサイクルの確立が重要な課題であること
が浮き彫りとなったO
①長期的視野から将来を展望した指導の充実
高等学校の約半数が「就職後の離職・転職な
ど，人生上の諸リスクへの対応に関する学習J
をしていないなど，卒業直後の進学・就職の
「先jを具体的に視野におさめた指導の充実が喫
緊の課題の一つであることが示された。
第2回授業力・研究カアップ研究会
1.開催概要
日時:2013年12月4日(水)
14:00~ 15:00 
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会 場:教育学域大会議室(人間系学系棟B532)
発表者および発表テーマ:
タスタンベコワ・クアニシ助教「言語教育政策
に関する研究一博士論文の振り返りと今後の
課題の見通し-j
2.発表内容
タスタンベコワ・クアニシ「言語教膏政策に関
する研究一博士論文の振り返りと今後の課題の
見通し-j
本発表では発表者が2012年l月に筑波大学に
提出した博士論文の概要を紹介し，言語教育政
策に関する研究の今後の課題を提示した。また，
発表の最後に担当する授業に言及した。
1.博士論文の概要
博士論文のタイトルは「カザフスタンの言語
教育政策に関する研究-母語教育保障の理念と
実態に焦点を当ててjである。本研究の根本的
な問題意識は，カザフスタンにおいて実施され
ている言語教育政策がソ連時代の政策の強烈な
批判に基づいているが，果たしてそれは妥当な
のかという疑問に由来する。
1991年に崩壊したソ連邦の一構成共和由であ
ったカザフスタンは独立国家となり，独立後の
高揚感の中でソ連時代の言語教育政策が「ロシ
ア語化j，I向イヒj，I母語教育否定jの政策であ
ったと批判され，マジョリティ民族カザフ人の
言語であるカザフ語が唯一の国家語と規定され
(1995年憲法第7条入国家語の習得が留民に義
務付けられた(1997年言語法第4条)。しかし，
100以上の民族がある多民族・多言語国家カザ
フスタンではソ連時代から継続的にロシア語が
民族問共通語，経済，マスメディア，マスカル
チャーの言語として事実上社会において優位的
な言語であることを受けて田家レベルではロシ
ア語の否定がなさらず，憲法をもってその法的
地位は「国家語と並んで国家機関で使われる
語j，言い換えれば公用語として位置づけられた
(1995年憲法第7条)。さらに， 2000年代に入っ
て，グローバル化対応の課題として英語教育の
重要性が主張され，学校教育ではカザフ語，ロ
シア語と英語の三つを教授言語とし，これらの
三言語の能力を育成することを課題とする「言
語の三位一体j政策が打ち出された。このよう
な大きな課題が掲げられている社会においてロ
シア諾の優位性に対抗する国家諾重視政策の行
方，及び言語教育政策の理念と現状の!習にみら
れる議離がもたらす影響とは何かということを
究明すること目指し，研究の目的をJ;)、下のよう
に設定した。
本研究の自的は，カザフスタンの言語教育政
策の展開の歴史的前提を解明し，多言語社会に
おける母語教育保障の理念と実態を明らかにす
ることを通して，グローバル化時代における母
語教育保障のパラドックスを指摘し，今後の課
題を検討することである。
研究の成果として以下の 6点を提示した。
① カザフスタンの独立以持の言語教育政策
におけるソ連時代の言語教育政策の全面
的批判・否定による国家語重視政策の正
当化の論理的根拠が薄い。
② ソ連時代の「ロシア語化j政策は母語
(カザフ諾)教育の形骸化を促したとは言
えない。
③ 独立以降の言語教育政策の基調は，ソ連
時代の政策の理念と具体的な施策の借用
である。
④ カザフ語・ロシア語・英語の「三位一体j
政策は言語教育の現状と大きくかけ離れ
ており，エリート教育としてのみ評価で
きる。本格的に実施される場合，母語教
育の衰退を促しかねない。
⑤ カザフスタンの言語教育政策に対するロ
シアの対外政策の影響が大きく，ロシア
語教育の重要性が再確認される。
⑤ 言語教育政策には母語教育保障のパラド
ックスが内在化しており，政策の理念の
根本には「一民族一言語jといった言語
の本質的なとらえ方が据えられており，
グローバル化時代に求められる多言語能
力の育成ではなく，言語能力別分離をも
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たらす危険性がある。
2.言語教青政策に関する研究の今後の諜題
博士論文において力量が及ばなかった課題は，
「一民族一言語jといった言語の本質的なとらえ
方に基づく言語教育政策に対する批判的検討，
さらに言語を手段としてとらえる構造主義的な
考え方に基づく言語教育政策の検討ーに社会的公
正の視点を加えることである。ここでいう社会
的公正 (socialequity) の視点とは，マイノリ
ティの母語教育の保障を母語のみに限定する形
式的な平等の理念からとらえるのではなく，マ
イノリテイが母語とドミナントな言語の両方の
使用を通して社会的統合，参加を実現する実質
的な平等を目指すことである。この視点を根拠
づける先行研究の検討¥分析枠組みの形成，現
地調査の実施を今後の課題とする。
3.担当授業について
教育学類「国襟教膏論j
授業の目的:日本における外国籍の子どもた
ちの教育問題を把握する。
授業の内容:外国籍の子どもたちの就学状況，
オールドカマーとニューカマーの子どもたちが
抱える教育問題の違い 教育への権利と就学義
務の関係，日本語指導の必要な外国籍児童生徒
の教育問題などについて関連文献，文部科学省
の政策文書，関連統計の解読・分析，テーマに
関連するドキュメンタリーの鑑賞-分析を通し
て，理解を深め討論を行う。
人間学群コア科目 Introduction to Education 
Policy 
授業の呂的:ユネスコを中心に毘際機関の教
育政策の動向を把握する。
授業の内容:ユネスコの教育政策の基本方針
及び近年の動向を政策文書，関連文献の解読・
分析を通して把握し 討論を行う。キーワード
はユネスコ， i教育の四本柱J，i持続発展教育J
「インクルージブ教育J，i万人のための教育j等
である。授業の言語は英語。
教青研究科 スクールリーダーシップ専攻
「多文化教育論j
授業の呂的:学校で多文化状況(外国人， i障
がいjを持った子どもなど)が進む中，形式的
平等・実質的平等/平等 (equality) と「公正
さJ(equity) をテーマにして，望ましい資源配
分や対応の在り方を検討する。
授業の内容:多様な文化的背景(樟がいの有
無，性別，民族，言語，宗教など)をもっ子ど
もが学校において直面する問題を事例として取
り上げ，形式的平等-実質的平等/平等
(equality) . i公正さJ(equity)の観点から検討
を加え，具体的な対応を考える。事例ごとに受
講生をグループ分けし， J順次発表及び討論をし
ていく形態をとる。
最後に，着任したばかりの発表者に対してこ
のような形で研究力・授業力アップに向けて博
士論文の振り返り 担当する授業の構想を共有
できる機会を提供していただいた塚田泰彦教育
学域代表と諸先生方に謝意を表したい。
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